
瀬戸内市における軽度者に対する福祉用具貸与の 

例外給付に係る確認手続きについて 

 

１ 例外給付とは 

 軽度者（要支援者及び要介護１の者）に対する福祉用具の貸与については、その状態像

からは利用が想定しにくい次の種目については、原則として保険給付の対象としないもの

となっているが、様々な疾患等によって厚生労働省の示した状態像に該当する者について

のみ例外的に福祉用具貸与の給付を認めるものである。 

 ・車いす（付属品を含む。） 

 ・特殊寝台（付属品を含む。） 

 ・床ずれ防止用具 

 ・体位変換器 

 ・認知症老人徘徊感知機器 

 ・移動用リフト（つり具の部分を除く。） 

 ・自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）※注 

 ※注 自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）については、

要介護２及び要介護３の者に対しても、原則として保険給付の対象としない。 

 

２ 軽度者例外給付の対象となる要件 

(1) 直近の認定調査結果により別紙１の状態像が確認できる場合 

→確認届出書の提出は不要 

(2) (1)に該当せず下記【表１ 福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】ⅰ～ⅲま

でのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断され、かつサービス担

当者会議を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が

判断されている場合であっては、これらについて市が書面等で確認できる場合、例外

給付が認められる。 

  →確認届出書の提出が必要 

 

【表１ 福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】 

           

          

          

          

          

          

           

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻

繁に（別紙１）厚生労働大臣が定める者のイに該当する者 

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに（別紙１）厚生労働

大臣が定める者のイに該当することが確実に見込まれる者 

ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的

判断から（別紙１）厚生労働大臣が定める者のイに該当すると判断できる者 

 

 



３ 手続きが必要な時期 

（1）軽度者が初めて福祉用具貸与の例外給付を利用するとき 

  ※「初めて」には、要介護２以上の者が、要介護更新認定申請・変更認定申請の結

果、軽度者になり、福祉用具貸与の例外給付を利用する場合、また自動排泄処理装

置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）の対象者は要介護２・３を含

む。 

（2）福祉用具の例外給付利用者が要介護更新認定申請・変更認定申請の結果、軽度者の

認定であり、継続して例外給付を受けるとき 

※認定日から概ね１か月以内に提出すること 

※認定有効期間が２年の利用者については、１年後に福祉用具貸与の見直しをして

「軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付の確認届出書」（添付書類不要）を再提出

すること。 

(3)貸与する福祉用具の追加が生じたとき 

※従来使用していた電動ベッドに加えて付属品のサイドレールを追加した等 

(4)例外給付の確認届出書の記載に変更が生じたとき 

 ※福祉用具貸与事業所の変更等 

 

４ 提出書類 

・軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付に係る確認届出書 

・要介護の場合：居宅サービス計画書（１）（２）の各写し 

サービス担当者会議録の写し（貸与が必要と判断した箇所にマーカー） 

要支援の場合：介護予防サービス・支援計画書の各写し 

                サービス担当者会議録の写し（貸与が必要と判断した箇所にマーカー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



軽度者に対する福祉用具貸与に関する判断手順（フローチャート） 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇移動用リフトのうち「昇降座椅子」については、認定調査項目で判断する場合、「立ち

上がり」ではなく「移乗」で判断すること。（「床からの昇降」を補助する「昇降座椅

子」は「床から椅子の高さまでの動き」を評価する必要があり、「畳からポータブルト

イレ」の「乗り移り」を評価する「移乗」の認定調査項目を用いる必要があるため。）  

【参考】平成１９年３月３０日付け 厚生労働省老健局振興課通知 

「厚生労働大臣が定める者のイ」に 

対応する基本調査の結果に該当する。 

給 付 

可 

YES 

種目が、「車いす及び車いす付属品」 

または「移動用リフト」である。 

NO 

YES 

〇「車いす及び車いす付属品」の場合 

「日常生活範囲における移動の支援

が特に必要と認められる者」である。 

〇「移動用リフト」の場合 

 「生活環境において段差の解消が必

要と認められる者」である。 

YES 給 付 

可 

※市への確認 

 手続きは不要 

※主治医から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか 

軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加する 

サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより 

指定居宅介護（介護予防）支援事業者が判断する。 

 

NO 

NO 

※市への確認 

 手続きは不要 

【表１】ⅰ、ⅱ、ⅲのいずれかに該当する。 

YES 
市への 

確認手続き 

YES 

給 付 

可 

NO 

給 付 不 可 

※次の①と②のいずれかの要件を満たし、これらについて市に確

認を受けた場合に給付対象となる。 

①【表１】ⅰ～ⅲまでのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所

見に基づき判断され、 

②かつ、サービス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントによ

り福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている。 



軽度者に対する福祉用具貸与例外給付に関するＱ＆Ａ 

 

【届出時期】 

     

 

Ａ１ 医学的所見による状態像の判断と、サービス担当者会議等を通じた適切なケア

マネジメントによって早急に福祉用具貸与が特に必要であると判断を行った上

での暫定ケアプランによる届出のみ可能とします。なお、貸与にあたっては認

定決定前（要介護度が未確定）であるため、利用者に対し自己負担の可能性を

説明した上で行ってください。 

 

 

 

Ａ２  例外給付は軽度者に対して届け出るものであるため、要介護２以上の暫定ケア

プランであれば、提出は不要です。 

 

 

 

Ａ３  確認届書の要介護を申請中とし、認定申請日を記載した上、確認届出書を提出

してください。確認届出書に受付印と介護保険申請中のハンコを押し、その写

しを返却します。要介護度認定結果、軽度者に該当した場合、お預かりしてい

た書類を基に福祉用具貸与の可否を判断します。 

 

【遡及期間】 

 

 

Ａ４  原則、できません。 

 

 

 

Ａ５  介護度が見込み違いであったことがわかった時点で、市へご連絡ください。早

急に正しい認定結果での一連の手続きを行い、通常の添付書類に加え、暫定ケ

アプランと暫定利用時に開催したサービス担当者会議録も併せて提出してくだ

さい。福祉用具の必要性について適切なケアマネジメントが行われていたこと

が確認できた場合、貸与開始日まで遡り、貸与可能とします。 

Ｑ２  新規・更新・変更認定申請中で結果が要介護２以上の暫定ケアプランを作成

し、福祉用具貸与を開始する場合、例外給付の届出は必要ですか。 

 

Ｑ３  新規、更新、変更認定申請中で結果が要介護１以下の暫定ケアプランを作成

し、福祉用具貸与を開始する場合の届出はどのようになりますか。 

 

Ｑ５  暫定ケアプランを要介護２以上で作成し、福祉用具貸与を開始したが、結果

が要介護１以下だった場合、遡及はありますか。 

 

Ｑ１ 認定申請（新規申請）と同時に例外給付の確認届出をすることはできますか。 

Ｑ４  確認届出書の提出を忘れた場合、遡及はありますか。   


